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第５４回 

 

「分権改革の理念を否定した改正地方自治法」 

講師：坪井ゆづる（公財）地方自治総合研究所客員研究員 

日時：2025 年 3 月 25 日   

場所：福井県国際交流会館 

 

福井県地方自治研究センター 

福井地区平和センター 

永平寺町勤労者協議会 

ちょっといって講座実行委員会 
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主催者挨拶 

加畑福井地区平和センター議長代行 

本日は坪井ゆづる講師をお招きし、「改正地方自治法」の問題点について深めてい

きたいと思っておりますが、指示権の乱用も指摘されるなど危うい内容となっておりま

す。ところが、改正中も、改正後もほとんど問題にもなっておりません。そうしたことろも

今日のお話をお聞きいただければと思っております。よろしくお願いします。 

 

坪井ゆづる講師 

自己紹介 

私は 1958 年に生まれ、大学卒業と同時に朝日新聞社に入り、1990 年に政治部記

者になりました。2003 年に論説委員になり、地方自治の社説は、いわゆる三位一体改

革あたりから書いていて、地方分権改革については他の記者よりも長く取材してきまし

た。2011 年の東日本大震災「３．１１」の翌年から東北復興取材センター長として、被

災地を 4 年間ほど取材してきました。2016 年に東京に戻って「３．１１」関連の防災の社

説なども書いてきました。同時並行で、日本記者クラブで衆院選挙や参議院選挙の時

の党首討論などの質問役をやってきました。安倍晋三さんとはもともとそりがあわなか

ったのですが、モリカケ問題などをバチバチ質問し、ネット右翼の方々からぼこぼこに

言われた経験があります。2018 年から朝日新聞夕刊の題字下の小さなコラム「素粒子」

を担当し、毎日朝 5 時に起きて書きました。ロートルにはきつい仕事で、地方自治の現

場を回れなくなったまま、2023 年１２月に 65 歳で定年退社しました。定年後も体は動

きそうだったのでもう一度、自治の現場を見たいと思い、地方自治総合研究所長の北

村喜宣先生にお願いして客員研究員にしてもらいました。。そこで昨年、『「転回」する

地方自治』という本を出版しました。この本は上下巻あり、私は下巻を書きました。上巻

は今井照特任研究員です。 

きょうの講座にあたり、まず、このブックレットの冒頭を読ませていただきます。「これ
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からの自治は、どうなってしまうのだろう、というのが本書の出発点です。2023 年 10 月、

総務省 4 階の自治行政局行政課で、第 33 次地方制度調査会の答申に向けた協議

の概略を聞いたときの思いです。当時は朝日新聞の記者で、取材をもとに 11 月 27 日

付の社説『国の指示権拡充 自治への介入を危慎』を書きました。地制調の答申が

『分権改革に明らかに逆行する』『これでは自治への安易な介入を招きかねない』と批

判する内容でした。4 日後に定年退社したので、それが筆者の最後の新聞社説でした。

その後、地制調の答申がさっ

さと法案化され、国会ですんな

り成立してゆくさまを、自治・分

権を取材してきた者として、どう

にも割り切れない思いで見て

いました。分権改革の停滞とい

うか、逆行というか、その象徴と

して、今回の改正地方自治法

があるように思えてなりません」

（自治総研ブックレット『「回転」する地方自治』ｐ３ はじめに 以下同）。  

では、本題に入ります。最近は「分権改革」といっても何だそれという人が多いです。

我々の世代は言葉としては知っていますが、今の 20 代・30 代の現場の職員の方々に

分権改革の後退だといっても何も通じないのではないかと思いますが、何とか通じるよ

うな話をしてまいります。 

 

Ⅰそもそも、どこが、どう問題なのか 

（１） 分権改革をないがしろに 

そもそもの問題は分権改革の理念を否定している点です。国と自治体の関係は長

きにわたって、上下関係で、自治体は国の言うことを聞いていればいいんだという世界

がずっと続いてきましたが、2000 年の分権一括法で、国と自治体は上下主従の関係
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ではなく対等・協力の関係になりました。県の仕事の 8 割を占めていた機関委任事務

というのをやめてしまい、法定受託事務と自治事務に仕分けして、国と自治体は対等・

協力だよ、一方的に国が「やれよやれよ」といって自治体がそれに従ってやる時代で

はない、ということになったはずなのです。その後、分権改革が成就したのかどうかは

意見の分かれるところであり、いまだに上下主従のままだと思っておられる人もあるかと

は思いますが、法律的には対等・協力に

なったという前提があります。 

それが、今回の改正地方自治法で全く

逆戻りさせられている。結局、国の言うこと

を聞けばいいんだ、という驚くべき話なの

です。ところが、驚くべきことに、法律はす

んなりと成立しました。こんな法律をつくっ

てはダメだというものすごい声がうねりにな

ったかというと、そのようなことはなく、粛々

と法律ができました。 

分権改革によって基本的に、国と自治

体は対等の関係になり、国が自治体に何

かを指示するならば、個別の法律を作って、法律に基づいて指示しなさいということに

なりました。それが一般法のルールなのです。例えば、災害対策基本法や感染症法な

どの法律がありますが、それに関連して国が何かを指示する場合は、それらの法律の

中にその根拠が書いてあるわけです。それに基づいて指示してくださいということです。

しかし、この改正地方自治法は、それが全くなくてよい。国が指示すると言えば、指示

できてしまうという問題を抱えた法律です。 

元々、分権改革の成果としては、自治体の仕事に対して、国が何かしてくださいとい

うとき、助言・是正の要求とかはできたのですが、それは違法なものは放置しないで下

さいという要求まででした。自治体のやっていることが法律的に間違っているから、そ
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れは直しなさいという要求ができたわけです。その要求を受けて自治体の側がどう直

すのかというのは、その自治体の判断でした。国が、ああしろ、こうしろということではな

かったのです。ここまで、国の関与が抑制的に定められていたのは、地方自治は最終

的に住民が自主的に判断してするものであり、国が指示する必要はないとうことが、分

権改革によって確立されていたからです。それを、今回の法律は全くチャラにしてしま

った。分権改革の成果を蹴散らかしている内容です。 

むかし、分権改革が花開く前に、機関委任事務で県や市町村の仕事ががんじがら

めになっていた時代でも、国は、いまの自治事務の中心たるものは、指示はできず、あ

くまでも是正しろいう要求でした。今回の法律は、是正の要求を飛び越えて、ああしろ・

こうしろという指示ができるようになってしまったのです。これはつまり、戦後の憲法と同

時にできた地方自治法の前、地方自治法のない時代にまでさかのぼるようなひどいも

のです。「さながら戦前回帰」という言い方が決して大げさではないのです。国と自治

体の関係がそこまで戻っているのです。 

 

（２）わからないことだらけの「指示権」 

この改正自治法では、そもそも、国は自治体にどういう時に指示するかが、どうもよく

わかっていない。法律には指示権を発動する要件として「国民の安全に重大な影響を

及ぼす事態」の場合は自治体に指示しても良いと書いてあるのですが、みなさんは

「国民の安全に重大な影響を及ぼす事態」とは何のことであるかわかりますか。たとえ

ば「武力攻撃事態」というのはなんとなくわかります。武力で攻撃されてしまうとかです

が、今回は、「国民の安全に重大な影響を及ぼす事態」というのは言葉が全く抽象的

で、どのような事態か全くわかりません。どういう事態かわからないが、国は指示できる

というのです。これは、普通に考えると、国民が安全じゃないときに、国が自治体に指

示してくれるのだったら、それもいいかなと思うかもしれません。しかし、どういう事態か

もわかっていないのに、どのような指示ができるのかという素朴な疑問があります。「国

民安全重大事態」とはどういうことなのか、当然、国会の法案審議でさんざん質問され
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ました。ところが、国は、想定できない事態なので、答えられないの一点張りでした。野

党はは、どういう理由でこのような法律をつくらなけらればならいのかという、立法事実

がないのでなはいか、と追及しましたが、政府は結局それを明らかにしないまま法律を

成立させてしまうわけです。 

どういう事実があってこの法律ができたかなどは、どうでもいいと思っている方もおら

れるとは思いますが、法律を作るときには、立法事実というものがはっきりさせないとい

けない。そうでないと、法律の意味をなさないわけです。それなのに、国は想定できな

いからわかりませんといい続けて切り抜けてしまいました。 

ところが、私の本では、知事会の副会長で、法改正に関わっていた平井伸治鳥取

県知事が「立法事実はあった」し、知事たちはみな知っていたとインタビュにで答えて

います。しかし、「立法事実があった」なんてことは、どこにも書いてありませんし、国会

の審議の議事録にも残っていません。 

この本の中で、平井さんは新型コロナウイルスの感染がまん延した時、ある感染拡

大する自治体に対し、厚労省から頼まれた知事会が応援に出しますよという体制を整

えていたのですが、ある時、パタッと「あれはなしになりました」といわれた、と言ってい

ます。鳥取県などが、保健師などを感染が拡大する地域に送り込んで感染拡大を防

止する応援体制を整えていたのですが、それが止まってしまった、というのです。その

理由は、受け入れ側の都道府県と区市町村側で、調整がうまくいかなかった。つまり、

広域自治体と基礎自治体の話がつかなかったからだというのです。だから平井さんは

「国の出番が必要なのだ」、国の指示が必要なんだと思ったそうです。分権改革のこれ

までの歴史を踏まえるならば、国にそのような指示権を与えることは「棒を呑むような思

いです」ということで受け入れたとのことです。しかし、私に言わせれば、この棒を呑ん

ではいけなかった。基本的に自治体同士で話し合って解決できる話だったはずです。

国に頼ってしまうと、自治体同士で調整すべき話が、国が上から指示できる形にしてし

まう。それでは結局「お上頼み」になってしまう。自治の本質が崩れてしまうと考えるか

らです。 
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次に、どういう事態かわからないときに、どういう指示をすればいいのかが、なぜわか

るのかという素朴な疑問もあります。国の言い分は、どういう事態かわからないけれど、

その対応をめぐって中央政府と地方政府の間で齟齬をきたす。そのときに中央政府が

こうすればいいじゃないかと指示を出す。そうしないと、この前コロナの感染拡大のよう

なときに対応できないというのが国の言い分なのです。しかし、どういう事態か分からな

いときに、どう対処するんですか。国と自治体が何かをしようとして、それがうまくいかな

いから国が指示をする。そして国が指示をすれば解決する。国が指示をしないと解決

しないという発想が国の側にあるのです。要するに国は、国が全知全能で自治体はあ

まり賢くないので、国が指示すればなんとかなるとしか思っていないのです。 

しかし、コロナのことを振り返って頂ければ、国の対応は素晴らしかったとは思えま

せん。優れた自治体の方が、いろんなことを試してみて、自治体の方から国に対して、

ああしろ、こうしろと注文をつけていたのではなかったですか。 

自治体の方が国より劣っていることは決してなくて、自治体でまず考えてやる、そこ

で何かを切り開いてやるということはよくあることです。国が何かを指示するというのは

間違っています。 

小早川光郎先生は、コロナの対応を見ていて歯がゆかったのは、国がどうしろ、こう

しろと言えていなかったことである、とおっしゃています。国がもっと根拠を明確にして、

こうすべきだと言って、それに説得力があれば自治体も従ったでしょ、ということです。

あの「３７．５分以上の熱が 4 日間続かなければ検査を受けてはいけない」というのは何

の根拠もなかったし、政府の指示でもなんでもないのに広まってしまいました。だから

国がやればいいというのはけっしてありません。国が何か指示すれば、うまくいくんだと

いうのは、国の妄想です。 

 

（３）閣議決定だけで発動＝＝＝＝濫用の懸念 

しかも、この法律の問題なのは、国が出す指示に国会が関与できないことです。国
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がこう指示しますというのは閣議決定で出てきてしまう。国会を通さないということです。

当然、野党の立憲民主党や共産党は国会が事前関与すべきだといいました。維新の

会は事後報告で言いといいましたが、国会が事前に指示を出していいかどうかを判断

すべきです。国会で議論になったときに、国の松本剛明総務大臣は「この改正法原案

を練った地方制度調査会の議論の中で、国会の事前関与は機動性に欠けるといわれ

ていた」との答弁を繰り返しました。でも、これは正しくなかった。自治総研の研究理事

で早稲田大学の小原隆治先生が参議院の参考人に呼ばれて、次のように言いました。

「今回の法改正につながる地方制度調査会の議論というのは 2023 年に入ってから始

まっておりますので、その l 年分の議事録を全て点検いたしましたけれども、機動性に

欠けるという言葉そのものが出てきたのは、第 20 回専門小委員会、10 月 23 日の議事

録の 2 か所。2 か所といいますか、山本隆司委員長と田中聖也行政課長が、機動性に

欠けるという議論だったよね、はい、そうでしたねという、こういうやり取りですので、事

実上は一か所です」と、総務大臣の答弁は適切ではないと指摘したのです。（同上ｐ７

９）。しかし、国会の参考人質疑は採決のための通過儀礼みたいなものですから、法律

はスイスイいってしまいました。 

もう一つ、大臣の国会答弁で許せないのは、この法律は特例を設けるのであって、

「地方分権を否定するものではありません」と、あくまで特例的なことをやるだけなので

す、と答弁していたことです。しかし、これは特例でもなんでもありません。分権を根っ

こからひっくり返したものです。 

たとえば、新型インフルエンザ等対策特別措置法の第 6 条第 7 項では「政府は、政

府行動計画を定めるため必要があると認めるときは、地方公共団体の長その他の執

行機関(以下「地方公共団体の長等」という。)、指定公共機関その他の関係者に対し、

資料又は情報の提供、意見の陳述その他必要な協力を求めることができる」とある。つ

まり資料を出して下さい、情報を提供してくださいと協力を求めることができるという法

律なのです。とこころが、今回は、いきなり提出を指示してしまうのです。対等な関係で

協力をもとめるのではなく、提出を指示してしまうのです。明らかに、今までの国と地方
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自治体との関係を対等ではなく、上下主従の関係に戻しているのです。 

国が指示を出すにあたって、国会の関与がないというのは、国会がカヤの外に置か

れたということです。これまでの地方分権の常識で、必要だった法令の根拠の必要も

なく、指示できてしまう、国会も何も触れないとなると、これは政府への白紙委任になり

ます。政府に白紙委任して大丈夫なのか、という話です。世の中には政府はそんなに

酷いことをしないのではないかと思う人もいますが、政府に白紙委任するということは、

国会もいらないという世界をこの法律はつくってしまったのです。すごく怖いことです。 

こういう怖い法律ですから自治体との連携をちゃんとやっていきますと口では言うの

ですが、法律には書いてありませんから、自治体とのコミュニケーションは基本的にあ

まり考えられていません。国と自治体との情報共有・コミュニケーションは一方的な指

示と服従との関係に置き変えられました。 

 

（４）自治体との丁寧なコミュニケーションを破壊する 

松本総務大臣は、自治体とちゃんと連携してやりますと答弁していいました。確かに

この法律をつくるにあたり、地方制度調査会での議論には、鳥取県の平井知事のよう

な地方自治体の方も参加はされていますが、地方の声は顧みられませんでした。たと

えば、平井知事は「2023 年 12 月に地制調の答申が取りまとまった段階で、その内容

で十分なのかどうか、よく見えないところありました。ですから、法案を作る時も知事会

と協議してもらいたいということを最後の地制調でも申し上げております」「その後、こと

し令和 6(2024)年 1 月に全国知事会の村井嘉浩会長(宮城県知事)と地方分権担当の

湯崎英彦広島県知事と 3 人で、要請活動もさせていただきました。要は、ちゃんと事前

にコミュニケーションを取るようにしてくれということです。また必要最小限にする。それ

からこれはあくまでも特例的なものということなどを法案に盛り込んでもらいたいことを

言いに行きました」（同上ｐ１０４）ということでしたが、法案の条文上は全く無視されてい

ます。国会で問題となった段階で、附帯決議につけましょうとなったのです。知事会と

しては附帯決議に書いてあるのだからいいじゃないか、受けざるを得ない、となったの
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です。インタビューの中で、平井知事は附帯決議にこんなことを書いてもらっているか

ら大丈夫だと、おっしゃっているのですが、附帯決議は附帯決議です。条文ではありま

せん。平井知事は附帯決議が「100 点満点かというと、まあ、せいぜい合格かどうか、

60 点、70 点かなと思っていますけど、正直ね。正直そう思っていますけど、問題はそ

の 60 点、70 点ぐらいの今の状況が最終的に運用に当たって、本当にこれで地方自治

が侵害されることにならない運用がなされるのかこそが、大切だと思います」とおっしゃ

っています（同上ｐ１０８）。しかし、私に言わせれば、国がどういう指示をするかを白紙

委任してしまっていて、運用の問題というのは悪い冗談ではないかと思います。知事と

しては運用の問題だという言い方をせざるを得ないかもしれませんが、もうすこしがん

ばって抵抗して欲しかった。 

社民党の福島瑞穂議員が、地制調の答申を受けて法案をつくるまでに、地方の声

を聴いたのかと文書で質問されました。それに対し、政府が２４年 5 月に回答した文書

は、「答申公表後に地方自治法第２３６条で内閣に対して意見を申しでることができる」

という地方自治法の規定に基づき情報提供しましたよと、書いてありました。何か意見

があるのだったら言ってきてね、ということです。ちゃんと意見聴取に回ったわけでもな

ければ、意見を聞いたわけでもありません。これを、ちゃんと意見を聞きましたよと言っ

てしまう。そういう政府のやり方で、この法律はできたのです。 

 

（５）県と市町村の関係も「上下」に 

国と自治体だけでなく、県と市町村の関係も「上下」に逆戻りさせています。指示を

する側に知事も立てる条文にになっていて、知事が市町村を動かせる形にになってい

るのです。さらに文部科学大臣が、都道府県教育委員会を通じて市町村に休校の指

示をできることにもなっています。県と市町村も分権改革によって対等協力の立場にな

ったはずですが、それもどこへやら、なのです。 
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（６）指示権の創設が「国の暴走を止める」という「歯止め論」の笑止千万 

東大の牧原出先生とか山本隆司先生など法律を推進した側は、本当に緊急時で訳

が分からなくなったときに国の指示権というのを明確にしておけば責任の所在が分かり

やすくなるし、国が何もない中で勝手なことをやっちゃうことを防げますよと、この改正

法で「国の暴走を止める」という主張でした。国は指示権を使うときには、こういう理由な

んだとわかるようにしなければならない。だから迷走状態に入っている中で国の暴走を

防ぐために必要なんだといったわけです。ああ、そうかもと思う人もいるかとは思います。

コロナですったもんだしているときに、国に指示権があってピシッとやっていたらもっと

うまく行ったと思っておられる方もおられるかと思います。だけど、この指示権を明示す

ることで、緊急時の指示権の責任の所在を明確にするというのは、冷静に考えると、笑

止千万です。どういう事態で、どういう要件がそろえば、こういう指示を出すということが

書いてあれば、こういう事態だから、こういう指示だとなる。しかし、根拠になる法律もな

く、何でも指示できてしまう建付けになっているときに、なぜ歯止めになるのか。無理が

あるわけです。たとえば、警察官職務執行法などは、警察官の職務執行の要件が、ど

んな場合なのか、事細かに法律に書いてある。そういうものが書いてあれば歯止めに

なる可能性があるでしょう。しかし、指示権発動の根拠が全くあいまいな条文で、どうし

て歯止めになるのでしょうか。 

この本の中では、元総務省行政課長で、現在、神奈川大学の幸田雅治教授が「歯

止め論」について「理解できません。法的主張としてもまったく成り立たちません。『必

要な指示ができる』という規定は、すべての指示は合法だというお墨付きを与えるわけ

で、歯止めにはなりません。事後に『適法だった』『必要だった』『問題なかった』と主張

できるわけです。『重大な事態』といえば、何でも国の指示の対象になってしまうことこ

そ恐れるべきです」と言っています（同上：ｐ２２）。 

地方分権をないがしろにし、根拠もあいまいで、国会が歯止めにもならず、国がやり

たい放題で、国会が無視され、政府に白紙委任している、すごく恐ろしい法律だという

ことです。 
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Ⅱ 法改正の舞台裏   なぜ、危機管理を自治法でするのか 

（１）地方制度調査会は、どんな論議をしていたのか 

次は、ではなぜこのような法律ができたのかです。ここでは、まずコロナ禍への対応

を批判された安倍、菅政権のトラウマを指摘せざるを得ない。アベノマスクとか一斉休

校とか、コロナの時の国の対応は「どうなのこれ」というものがあった。初めてのことなの

で、うまく行くわけもないし、世界的にも大混乱したので、日本だけ上手にできるわけが

ない。右往左往するのは当然でしたが、それにしても、あまりにひどい対応だった。同

時に自治体との関係がうまくいかなかった。コロナの対応で批判された。このようにコロ

ナ禍で批判された安倍政権・菅政権のトラウマが法改正の根っこにあったと思います。

もっとうまくできたはずだと批判された政権の側は、どうやったらもっとうまくできたのか、

どうすべきだったかと考えたわけです。その行きつく先が、地方自治法の改正だったの

でしょう。 

どういう手順を踏んだかというと、最初の仕掛けは 2021 年の骨太の方針です。そこ

に「総務省は、内閣官房及び厚生労働省等の協力を得て、国と都道府県の関係、大

都市圏における都道府県間の関係及び都道府県と市町村(政令市や特別区を含む)

との関係について、今回の感染症対応で直面した課題等を踏まえ、地方制度調査会

等において検討を進め改善に向けて取り組む」と書かれたのです（同上ｐ３６）。それを

踏まえて、岸田政権の時代に地方制度調査会に諮問するのですが、それは「新型コロ

ナウイルス感染症対応で直面した課題等を踏まえ、ポストコロナの経済社会に的確に

対応する観点から、国と地方公共団体及び地方公共団体相互の関係その他の必要

な地方制度の在り方」について審議して、というものでした（同上ｐ３８）。 

では、なぜ立法事実をこれだと政府は言わなかったのか。それは感染症対策法で

対応できなかったのであれば、その法律を改正すればよい、と反論されてしまうからで

す。だから、コロナ禍が立法事実だとは政府は絶対に言わない。 
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この諮問を受けて地方制度調査会が始まるのですが、これも不思議で、地方制度

調査会の議論の参考資料として「『地方分権改革が非平時対応における失敗の原因

ではないかという指摘がある』、『将来、地方制度の見直しをしなかったから非平時に

おいて問題が生じた、地方自治というのは非平時対応に支障がある仕組みではない

かという批判に備え、議論しておく必要があるのではないか』」という議論がでてくるの

です（同上ｐ６４）。でもこれらの個別具体的な例はないのです。何を根拠に言っている

のか全く書いてないのです。地方分権改革の問題がある、分権・分権と言って、地方

自治体に権限を与えたので国の言うことをきかなくなったという発想が根っこにあるとし

か思えません。 

災害時には市町村が真っ先に対応します。それを、「非平時に対応に支障がある」

といったら、自治体はいらなくなります。全く論拠のないことを平気で並べたのです。こ

うした経緯を見れば、元々、憲法に緊急事態条項を盛り込みたい政府が、コロナ対応

における政権批判のトラウマを引きずり、それを起点にしながら、コロナ対応のまずさを

逆利用して、対応のまずさを自治体のせいにしたのではないか。そのためにこの法律

を作ったのではないか。コロナ禍を、ある意味好機と見て、分権改革の行き過ぎをなん

とかやつけてやろうという思いがあったのではないか、と思います。 

（２）なぜ、こうした法律を地方自治法に書いたか 

しかし、なぜ、こうした法律を地方自治法に書いたのでしょうか。どういう事態か分か

らないときは個別法では対応できない。そんな、どういう事態か分からないときにどうす

るのかは、本来は危機管理です。危機管理の専門家がいます。しかし、そのような危

機管理の専門家は議論に参加していません。地方制度調査会に呼ばれて話をしたと

いう記録はありません。そもそも危機対応の立法が本当に必要なのか。必要だとしても、

それを、なぜ地方自治法に書くのかです。 

小早川光郎氏は「外から見ていれば、憲法改正の動きとは、まあどこかでシンクロす

るのではあろうとは思いますけど。いずれにしても、緊急事態法制必要論が、特にコロ

ナ禍で現実性を帯びた、そして、それを部分的にでも実現しやすいルートはどこだろう
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かということで、地制調が選ばれたとか、そういう可能性はあるかもしれないと思います」

（同上：ｐ３７）としています。地方制度調査会は各省の他の審議会とは異なり、格が一

つ上で、総理大臣の諮問機関です。さらに、憲法改正での緊急事態条項などと言い

出すと、とたんにきな臭くなりますが、そのようなきな臭さが、地方自治の話として目立

たなくなります。 

立憲民主党の岸真紀子参議院議員は地方制度調査会のメンバーでしたが、この本

の中で、地方制度調査会を隠れ蓑にして、国が指示権を拡大したのではないかと指

摘しています。地方六団体や国会議員はお飾りで、専門小委員会の先生が議論をリ

ードして勝手に作って、それを追認するだけだったと述べています。最初からこんな強

力な指示権がでて来るとは思っていなかったと述べておられました。 

 

改正法の起点が政権のトラウマだったのではないかという話には、もう一つ状況証

拠があります。地方制度調査会の答申での法律改正の議論から、実際に法律を改正

する改正案がでるまで、たった 70 日しかなかった点です。普通は、答申から１～2 年

はかかります。時間をかけて法律に落とし込んで、答申の改良を含めて法案を作ると

いうのがこれまでの流儀でしたが、今回は答申からわずか 70 日で改正案が出され、地

方分権をないがしろにして、国に指示権を与える一方的内容でした。これほど短時間

で法案化ができたかというと、官邸の意向を受けていた総務省が、法案の内容を地方

制度調査会の答申にきっちりと入れていたからでしょう。 

自治総研では、内閣法制局と総務省行政課とのどういうやりとりで法案ができたのか

という情報公開請求をしています。しかし、これほど分権改革の否定する改正にもかか

わらず、現段階ではほとんどそのやりとりが出てこないのです。 

結局、この法律は人々の救済ではなく権力（首相）を守るための方策が書かれてい

るのです。想定できない事態に、何が指示できるのかという発想で、国民を守るために

何ができるかではなく、国がどういう指示ができて、どうふるまえるのかということが書い

てります。だから救済ではなくて、首相を守るための方策が書かれている、といえるの
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です。法律をよく読むと条文には、応援を講じなさいと指示したり、調整をしなさいとい

う指示があります。応援とか調整の指示というと、国が何かやっているというふりはでき

るわけです。実際に指示をすると、国は都道府県を手足のように使って、市町村を従

わせることができるのです。 

権力（首相）を守るための法律だと思うのは、過去の災害に何も学んでいない点から

も浮かび上がります。例えば東日本大震災での検証では、震災 1 年半後の中央防災

会議防災対策推進検討会議の最終報告に、次のようにあります。「広域災害での自治

体の自治体に対する支援について、大規模災害の発生時においては、国が必要な調

整を行うことが適当と考えられることから、予め国と地方公共団体の間で十分な意見調

整を行い、調整に関する方策を構築すべきである」。つまり、普段から、国は地方と意

見交換をしておけということです。国は被災地の自治体と対等の関係の合同会議で、

情報や意見を交換しろといっています。国に指示権が必要だとは、書いてありません。 

さらに新型コロナでは、「準備していないことはできない」ことが明確になりました。これ

もつまり、医療機関や行政が連携を取るには、国が一方的に指示権を行使することで

はないということです。先にもご紹介した早稲田の小原隆治氏は、参議院での参考人

質疑で「新型インフルエンザ特措法が国の関与が利かない、グリップが利かない仕組

みになっていたかどうかを眺めてみますと、これははっきりしています。新型インフル特

措法は、政府対策本部の設置をはじめ、国の直営事務が書かれているほかに、自治

体が行う事務はほとんど全く法定受託事務です。法定受託事務というのは、自治事務

と異なって、是正の指示、さらに必要があれば、辺野古の埋立てのように代執行まで

できるという、非常に国のグリップが利く、強い関与が利く仕組みです」（同上ｐ７４）とし

たうえで、「既存の災害法制が地方分権的な建付けになっていて、それが機能不全を

起こしてコロナ対策がうまくいかなかったということはけしてない」「既に十分に集権的

な法体制の要素があったにもかかわらず、それを上手に使いこなすことができなかっ

たことで、コロナ対応がうまく行かなかった」「そういうことがあるのに、法制の立て付け

が悪いからそこに課題があると問題を落とし込んでいるのは今回の法改正の根っこに
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あります」と述べました。あった法律をうまく使いこなせなかった人間たちが、法律の立

て付けが悪いからだと言っていると指摘されたのです。 

世田谷区の保坂展人区長はコロナ対応の国の対応をぼろくそに批判した挙句、世

田谷区は頑張りましたといって、「この自治法改正が、コロナを教訓に出てきたっていう

のは本当に逆立ちした話なのです。何をほざいているんだ」「「コロナを教訓にするの

なら、自治体からもっと意見を吸い上げるという法律にしなければだめだ」、「それを一

方的に指示をするというのはさかさまな話です」と指摘していました。（同上：p120） 

 

（３）根底に憲法上・法令上の限界を取り払う意図が窺える 

改正自治法は国のやりたいようにやれるという法律になっているのです。これは、日

本学術会議問題と同類で、学術会議問題はあまり世の中の関心を集めていませんが、

国がお金をだしているのだから国の言うことを聞けといっているわけです。これは、我

が国が戦後守ってきたものを壊そうとしているのだと思います。根っこで日本学術会議

問題と繋がっていると思います。菅首相などは、学術会議であのようなことをやって、

総務大臣経験者として総務省にも顔が利くのでことも、この法改正に関わっているの

ではとも思います。 

 

Ⅲ これから自治の現場はどうなるのか 

（１）自治法改正の過程から見えてきた現実 

私はこれまで分権改革の現場を取材してきましたが、かつては「闘う知事会」という

のがありました。「闘う知事会」というのぼりを立てて全国知事会をやっていた時期もあ

ります。例えば、鳥取県知事の片山善博氏、宮城県の浅野史郎氏、高知県の橋本大

二郎氏、三重県の北川正恭氏など、ものを言う知事会を知っている私としては、こんな

に自治の基本をひっくり返すような改正を、なぜ知事会は身体をはって止めなかった

のかという印象が強いです。 
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小早川光郎氏は「分権改革の基本方向、基本理念というか、基本路線が軽んじられ

ている印象はあるので、全国知事会などがどこまで真剣に考えていたのか、というのは

気にはなります。だけど、あのコロナ禍で、あれだけ混乱したのだから、何か対応が必

要だと言われると、『いや、そんなものは要らない』とは、なかなか言いにくいのではな

いですか。国会審議で総務相から自治の一般ルールは大事にしていますと言われる

と、それ以上に反抗的態度をとるということは、なかなかエネルギーの要ることだと思い

ます」「そこを押し返すにはエネルギーが必要なので、今の自治体、特に知事会など

は、そういうエネルギーが落ちているのかな、という気はしましたね」「そこは知事さんた

ちだけを責めてもしょうがないでしょう。もともと分権改革が進んだ 1990 年代から 2000

年代初頭、あのころの知事さんたちはエネルギーがありました。それに、知事や市長

や議員などのリーダーだけではなく、現場の自治体職員にもやる気がありましたよ、あ

のころは。それで、ジャーナリズムとか学界は、それはいいことなので、自治体関係者

のみなさんがそれほどまでに本気でおっしゃるのであれば是非、と乗っかる形だった

のではないでしょうか」とおっしゃっていました（同上ｐ４６）。確かに、自治体の方が国

に対してものを言ってゆくということでしたが、今はそんなことはないです。 

当時元気だった三重県の北川正恭元知事には、自治体側の問題点をお聞きしまし

た。「地方の自己決定、自己責任の原則を放棄してしまっている点です。個別の法律

に基づいての判断ではなく、国の都合で指示権が発動できるのは自治の否定であり、

自治の根幹にかかわる大問題です。それを安易に受け入れてしまっています。なぜ地

方六団体のトップは問題視しないのか、なぜ大騒ぎしないのか。ここで戦わずして、ど

こで戦うのか」（同上 p54）と怒っていました。そこで私が「全国知事会は改正法の中身

について意見を表明したし、それが国会での附帯決議にも結び付いたという評価をし

ているのです」と言ったところ、北川氏は「国に意見を申し上げ、我々の意見も聞いて

いただけました、みたいな発言がありましたよね。だけど、国はちっとも聞いてないじゃ

ない。理解いただいたと言うけれど、現実はそうなっていないじゃない」とおっしゃいま

した。そこで私が続けて「知事の中には、「国の指示権」創設に理解を示す人も見受け

られました」というと、北川氏は「根底が狂ってますよ。立ち位置が違ってる。ここは譲つ
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てはいけない本当の根幹だから。国の押し付けも厚かましさも許されないけど、自治体

がそれを跳ね返して、自分たちこそが主体的にやるんだという覚悟がなければダメで

すよ」「これでは自治が成り立たない」といわれました（同上ｐ５４）。 

これは、分権改革華やかりし頃の郷愁と聞こえてしまうかもしれませんが、本来のあ

るべき姿だと思います。 

さらに、今回の改正法については、立憲民主党の岸真紀子参議院議員ら野党の対

応も残念でした。昨年の衆院選挙の前の国会で、与党が圧倒的多数でしたから、法

律はできたでしょうが、廃案を目指して欲しかった。附帯決議をつけるのがやっとだと

いっておられました。附帯決議について、「地方の自主性・自立性に極力配慮」とか、

「個別法を制定、改正するいとまがない場合」とか、「目標達成のために必要最小限」

などを書いたから大丈夫だと述べておられました。少数野党としてやれることはやりま

したとおっしゃいました。しかし、私にいわせれば、「必要最小限」については、「これで

必要最小限です」と言われればそれまでだし、「極力配慮」も「極力配慮しました」とい

われればそれまでで、最終的な歯止めにはならないと思います。 

岸議員はさらに続けて。「正直な話。附帯決議はなかなか難しい話です。でも、ダメ

だと言われても、じゃあ、それ以外に何ができますかという話なのです。今の国会の数

の力で反対した中での意思表示はここぐらいまでなんですよ」（同上 p144）ともいわれ

ました。「与党にも附帯決議をのませるという線で行くと、これが最大限だと思います。

じゃあ何もなくて、そのまま議事録にも残らないで、後世にいくことのほうが怖くないで

すか」ともいわれました。もし、政権が変わったら地方自治法で設けられている第１４章

の指示権を削除するという法案を出すと思いますが、今回、反対をしたのは立憲・共

産・れいわで、維新はイケイケなので、なかなか難しいかもしれません。 

（２）自治体現場の法律に対する関心の低さ 

国会の現実の根っこには自治体の現場の法律に対する関心の低さがあったと思い

ます。世田谷区長の保坂氏が「今回は自治体の反応とともに、自治体で働く職員、労

働組合の反応も決して活発ではなかったという特徴があるように見えました。」（同上：ｐ
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１２５）保坂氏は「ローカルイニシアティブネットワークという首長と自治体議員で作る団

体で院内集会などを 2 回、3 回とやったんですが、そこに出て来られた自治体関係者

がほとんど職員 OB なんですね。OB が血気盛んに反対されていましたけれども、現職

の姿はあまり見ることがなかったのです。だけど派遣されるのは現職の人々であって、

OB じゃない。そういう意味で何をさせられるかわからないことに対して、これだけ現職

の方々があまり活発じゃない反応だったというのはどうしてなのか、まだ疑問符として残

っています」と述べています（同上 P１２５）。院内集会は昼間ですから現職の方は出に

くいと思います。自治体職員が地方自治法の改正に対して声をあげていなかた背景

には、自治体の現場の厳しさがあるのだとは思いますが、それにしても反対の声が少

なかった。 

 

Ⅳ 指定地域共同活動団体の問題点 

（１）自治体現場の疲弊と自治体職員の思考停止 

この本の最後で、指定地域共同活動団体の問題点について座談会をしていますが、

そこで首都圏の女性議員が口々に、いま自治体の現場はどうなっているのか分かって

いるのかと私に聞くわけです。どんだけ職員が疲弊しているかと。自治体の職員は

1994年、328万人いました。2018年にはそれが 274万人になり、17％も減っています。

さらにいまはもっと非正規職員の採用が増えています。災害対応に十分な時間も人材

も費用もかけられない状況にあります。こういう現実の延長線上に、被災者支援の視点

ではなく、首相権力をどう守るかという主眼が置かれた自治法改正が行われた。 

自治体職員が日々の仕事に追われて思考停止している。国には逆らえないという

感じです。このような法律がまかり通ったときに、最も危惧されるのは、国からの指示待

ちになってしまうことです。なんかあったときに独自性を発揮するより、国からの指示を

待った方がよいとなってしまう。緊急時に、自治体ががんばって住民を助けようとしてい

るときに、国から違った指示が飛んで来たらどうするのか。自治体職員が、自分たちの

判断、自分たち方法の方が適している・住民のためになると確信していても、国が違う
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ことを言って来たらどうなるのか。国の指示を待った方が無難だと考えるようになる。 

日弁連が、3 月半ばにこの法律改正を巡ってシンポジウムを行いました。東大の金井

利之教授が「一般にこの法律に関して文句を言う人は、国がどうするか分からないじゃ

ないかと批判するが、行政の専門家から見れば、指示権が作られたことの及ぼす影響

の大きさを心配すべきだ」と述べています。国に指示権があるので、自治体はそれを

待ってしまう。自治体は受け身になってしまう。これは、保坂世田谷区長も同じことをい

っています。「今後、『抜かずの向とか』っていう言い方がありますよね。国が指示できる

ようになったことで、非常時、あるいは混乱時には国の判断が上位に来るのだというこ

とを、この法律が規定しているではないかという意識は、この法律で自治体職員に植え

付けられるのですよね」（同上ｐ１２７）と述べています。さらに続けて「法律の条文を見

ると国が県を飛び越えて、基礎自治体の職員に動員令を掛けることができます。いわ

ゆる準有事、あるいは有事的な事態の中で、この法律を論拠にして自治体職員を思

いのままに動員し、港湾輸送やさまざまな作業に当たらせることができる。で、従わな

かった自治体はお咎めを受けることになる、という構図なのです」「いま、憲法に緊急事

態条項を入れることが問題になっていますが、その憲法がない中で、この改正自治法

があるよ、という感じです。まあ、いわば日本列島全体を包み込むような『超特大』大風

呂敷で、どんな事態にも個別法の国の関与を想定していない事態に関しては、この改

正地方自治法を根拠に、国が関与できるようになる。それが大きな狙いだったんじゃな

いかと思います」と述べています。（同上ｐ１２３） 

 

では最後に、どう立ち向かえばよいのかです。まず緊急時での対応で重要なことは。

国と自治体が協力・連携することであって、国の指示権を行使すべきではないことを常

日頃から発信し続けることです。それによって、指示権を行使しにくい状況をつくる。

国が指示しようとする動きがあったとき、現場の自治体との協議を求めること。該当しな

い自治体、地域からも声を上げて、それでも、自治体の意向に沿わない指示権が行わ

れた時は従う必要はありません。なぜなら、問題のある指示に対しては、そのまま従う
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のではなく、国地方係争審査委員会に申し出ることができるからです。この委員会がう

まく機能しているかどうかは別として、法律上はできます。しかし、これは口で言うほど

簡単ではないし、法律上は言えますが、なかなか言えるものではないかもしれません。

国はパフォーマンスで指示したいと考えることが多いので、国の指示とは違う対応をす

ることも検討すべきです。そのことによって、国はよくわかっていないということを世の中 

に知らしめるべきです。 

本来、住民の命と安全を守るというときに基礎自治体である市町村が自分たちで判

断して色々やっていかなければならないということは、理屈ではなく実感としてあります。

法改正の時によくいわれたのは、熊本地震のときの益城町の体育館の話です。熊本

地震は 2 回強く揺れました。1 回目の揺れの後に、益城町の体育館に人を入れるか入

れないかという話になり、益城町は天井が危ないかもしれない、だから体育館には入

れない方がいいと判断しました。住民は駐車場の車で待機することとしました。すると、

国は「体育館に入れろ」「車で待機するのはエコノミー症候群になる」といったのです。

益城町は入れないといったところで、2 回目の揺れがあり、体育館の天井が落ちてきた

のです。もし、体育館に入れていれば、500～1000 人規模の大災害になっていました。

現場の方が分かっているから判断できたのです。これが指示権を使われ、国の指示だ

とすると、入れなければならなくなっていたでしょう。だからこそ、国はよく分かってない

よ、ということを世の中に知らしめるのです。 

幸田氏は、「国レベルは議院内閣制で、かつ司法消極主義なので三権分立という

水平的な権力分立が弱い日本では、垂直的な権力分立である地方分権が民主主義

に果たすべき役割は大きいと考えています。だから国と地方が『主従』の関係になるよ

うな事態は、地方自治だけでなく民主主義の危機だと心して対処すべきだと思います」

（同上ｐ３０）と述べています。民主主義を守るためにも自治の現場を守らなければなり

ません。 

（２）改正は、憲法改正の露払い 

この改正は、憲法改正の露払いになっているのではと幸田氏聞いたところ、幸田氏
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は「そういう見立てをする人はいます。参考までに自民党の改憲草案を見ると、「９９条」

は「緊急事態の宣言が発せられたときは、法律の定めるところにより、内閣は法律と同

一の効力を有する政令を制定することができるほか、内閣総理大臣は財政上必要な

支出その他の処分を行い、地方自治体の長に対して必要な指示をすることができる」

となっています」（同上ｐ３０）、つまり 「自治体の長に指示することができる」と書いてあ

るのです。それを聞いた私が「改憲草案ができたようなものですね」といったところ、幸

田氏は「いやいや、改憲草案で指示をする主語は「内閣総理大臣」です。だけど改正

法では「各大臣」ができてしまう。ある意味、改憲草案より悪いです。」とおっしゃったの

です（同上ｐ３０）。笑えない話でした。 

 

（３）指定地域共同活動団体の問題点 

改正法のもう一つの焦点としして、指定地域共同活動団体の問題点があります。自

治体も人手が足りないが仕事は増えています。そこで指定地域共同活動団体というの

を作って、役場の下に位置付ける。そのような統合的な組織をつくる。自治会とか町会

を行政の一組織とて位置付けて、町会・自治会と自治体が上下の関係になる、という

話です。それが、良いか悪いか、意見は分かれるでしょう。僻地ではガソリンスタンドが

なくなる。そこで指定地域共同活動団体が引き受けてガソリンスタンドをやる。そうする

と地域の人は喜ぶ。その時に、指定地域共同活動団体には随意契約でできることとな

っている。それが 5 年 10 年と続くと、他に代わる人がいなくなり、随意契約で金額がど

んどん上げられていくかもしれないし、そこに民間企業が入ってきて、行政の顔をしな

がら、お金を吸い上げていくことになりはしないか、という話です。 

 

質問 

I ： 霞が関（県）の官僚が知事・首長になることが多いが、民主主義が偏った方向に

動いていくことを危惧している。 
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坪井：最近の地方の選挙は、投票率が非常に低い。たとえば、栃木県の県会議員選

挙では 1979 年の統一地方選から最低記録を更新し続けています。これは県議会議

員が何をやっているかが、住民から見なくなっているからでしょう。兵庫県の斎藤知事

は県会から全会一致で不信任を受けたのに、再選挙で勝ってしまいました。それも最

初の投票率よりも 10 ポイントも上がって。あの兵庫のできごとも県議会が理解されてい

ない一例でしょう。県と市区町村の関係では、県の方が偉いという見立てが根強くある

のではないでしょうか。だから県の役人をありがたがる。ただ、横浜や大阪では府県よ

りも市の方が偉いんですけど。いずれにせよ、住民の代表にどんな人を選ぶのかは、

その地域の人々が判断する話です。だから投票の行動が変わることによって選ばれる

人も変わると思います。 
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